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会社標本調査における新たな階級区分の検討について

「従業員数」を新たな階級区分とする場合の当面の課題
（１）従業員数が不明な場合の対応について

（２）階級区分について

【概要】

 会社標本調査の⾒直しでは、これまで以下の項⽬について検討してきた。

• 一部調査項⽬の全数調査化
• 決算書情報（e-Tax）の利⽤による表章項⽬の追加
• 法人規模を測る新たな階級区分の検討

 今回、「法人規模を測る新たな階級区分の検討」について、具体的には「従業員数」が法人規模を測る指
標として有効であると考えられることから、「従業員数」を新たな階級区分とすることを検討。


